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教育における中立性の考え方」 Voters No.26 2015
年）を借りれば、元来、「政治とは対立・論争的な
もの」である。現実の政治問題を抜きにして政治教
育は成り立たないし、政治への関心を高めることは
できない。
冒頭で述べたように、東西冷戦終結をはじめ、状
況は大きく変わった。小玉が「今こそシティズン
シップ教育を」（『教職研修』2015.9）で指摘してい
るように、「個々の教員の政治教育を『リスク』と
してとらえるのではなく、政治教育をしない方がリ
スクがあると考え、管理職や現場の教員が動きやす
い状況をつくらなければ」ならないのではないだろ
うか。
文部科学省は、平成27年10月29日、「高等学校等
における政治的教養の教育と高等学校等の生徒によ
る政治活動等について（通知）」を出し、「学業や生
活に支障があると認められる場合などには、必要か
つ合理的な範囲内で、制限、禁止を含めて適切に指
導すること。」）とした。これを受けて、「政治活動
に熱中するあまり、学業が疎かになっては本末転倒
だ。」（2015/10/30 読売新聞社説）との主張もある。
しかし、甲子園やインターハイを目指して部活動に
打ち込む高校生がいるように、政治活動に熱中する
（「過激になる」という意味ではない）高校生が出現
することもあっていいのではないかと考える。それ
も、たのもしい若者らしい一つの姿といえるのでは
ないだろうか。
小玉は、前掲の「シティズンシップ教育の意義と
課題」で「イギリスのナショナルカリキュラムを主
導したバーナード・クリックのシティズンシップ教
育の特徴は、その中心に『政治的リテラシー』（政
治的判断力や批判能力）を置いている点である。」
としている。そして、前掲「今こそシティズンシッ
プ教育を」で次のように述べている。
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・ 日本の道徳教育やボランティア活動なども、シティ
ズンシップ教育の一環です。しかし、イギリスやドイ
ツ、アメリカなどでとくにそのコアとして重要視され
ているのは、政治教育です。
イギリスの「クリック・レポート」では、政治的リ
テラシーと言われています。教育基本法 14 条の「政治
的教養」の英訳も政治的リテラシーとなっています。
具体的には、社会のさまざまな争点を学びます。国
際的にはギリシャの金融支援、スコットランドの独立
等、また日本国内では TPP、集団的自衛権、原発等々、
社会を二分、三分する争点について、それぞれの立場
を学んだうえで、子どもがどう判断するか、議論して
考えます。
・ 政治的リテラシーの教育にしっかり取り組むことこ
そが、本当の意味での中立性につながります。
これまでは、争点を避けることが中立性だと捉えら
れていました。しかし、避けていては、逆にある特定
の考え方が無意識のうちに子どもたちにすり込まれて
しまいます。
授業で現実の政治問題を取り上げることは、生徒
の発達段階として中学校、高等学校では可能なこと
であり、積極的に行わなければならない。その際、
工夫・配慮・留意すべきこととして、次のことが必
要である。
例えば、TPP に関する問題を取り上げる場合、
TPP とは何か、どのような国が参加しているのか
などの最低限の知識をまずおさえること、そして、
複数の立場・視点からの資料を提示することである。
また、小玉が前掲「今こそシティズンシップ教育を」
で述べている、下記の指摘も重要である。
教員の立場について、「クリック・レポート」では、①
中立的に意見を裁定する審判者、②たとえば多数派対少
数派となったときに、少数の側について議論のバランス
をとる、③場合によっては自分の意見を言う、の三つを
組み合わせることも掲げています。教員はロボットでは
ないのですから、場合によっては自分の意見を言うこと
もあり得るのです。
しかし、自分の政治的な意見を宣伝することは政治活
動であり、政治的意見の注入です。教師は、政治的リテ
ラシーを涵養するために、政治教育を行うのです。政治活
動と政治教育の違いをしっかり意識することが重要です。
さらに、山根栄次が提案している「中立項的な問
題設定」は、授業における政治的中立性を確保する
上で有効な教育的配慮といえよう。（「授業における
政治的中立のための教育的配慮」 Voters No.26
2015 年）
例えば、今日であれば、「原子力発電を再開してよいか」
という学習問題を初めから設定すれば、現実の政治的な
対立をそのまま教室に持ち込むことになるが、例えば、「こ
れからの日本における電気エネルギーの供給はどのよう
にしたらよいか」という学習問題を設定すれば、その学
習問題を追究する過程で、原子力発電のデメリット、メ
リット、世界における原子力発電を含むエネルギー問題
を広く、深く学習できるようになり、また、自分自身の
意見を述べやすくなるであろう。筆者は、このような、
どのような政治的な立場からでも公平に発言できる学習
問題の設定を「中立項的な問題設定」としている。
なお、(1)(2)のいずれにおいても、「主権者教育
の基盤」が不可欠である。小西は前掲書で、「“提案
のみがきあい” にとり組めるだけの子どもを育てる
こと、そして、多様性を楽しむ民主的なクラスづく
りに努力することが、まず求められる」と述べている。
8 おわりに
模擬選挙や模擬請願、模擬議会、まちづくり提案
などが各地の中学校・高等学校で行われ、話題となっ
ている。座学だけによらない、体験を通しての実践
的な主権者教育の一環として、意義ある取り組みで
ある。しかし、それらはあくまでも「一環」であり、
すべてではない。また、「実践的」とは「体験的」
と同義ではない。模擬選挙等が単なる「流行の体験」
に終始してしまってはならない。
主権者教育は、投票行為という「出口」やその付
近・周辺の授業のみを指しているのではない。高等
学校や中学校の教員、社会科担当の教員だけでなく、
すべての教員が主権者教育について当事者意識を
もって取り組まなければならない。
（2015年12月18日 受稿）
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